合成液体燃料開発の現状と今後の展開 ―天然ガスやバイオマスからの液体燃料― by 大平 竜也 & 科学技術動向研究センター
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測され、1980 年から 2000 年まで
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の目標値が、約 1.5 ～ 2.0 円／千
kcal で、軽油、LPGよりも安価、
液化天然ガス（LNG：Liquefied 
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Well to Tank は生産（採掘）、輸送、製造（精製）時のCO2 排出量、Tank to Wheel は燃焼時
のCO2 排出量を示す。ケース１は原料収量、廃材発生密度などが平均値の場合で、ケース２
は収量が平均より 15％低下、廃材発生密度が平均の 50％と悪条件の場合。国産エタノール
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1996年のデータ。ECUは、EUROの旧称                                                                           文献 14）より
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11）  IT mediaモバイルホームぺージ：
  http://www.itmedia.co.jp/mobile/
articles/0412/02/news037.html






14）  N. El Bassam, Energy Plant 
Species published by James & 
James Ltd.（1998）page 54.




































成する。1923年、ドイツの F. フィッシャーとH. トロプシュ
が発見した。
（注4）Shell（英国・オランダ）、Sasol（南アフリカ共和国）、
ChevronTexaco（U.S.A.）、ExxonMobil（U.S.A.）、ConocoPhillips
（U.S.A.）、BP（英国）等。
（注5）OECD（経済協力開発機構）ガイドラインがベース。次
の3点からなる。①市場に歪み与えるような政府の介入、法整
備は禁止。②研究開発は、市場化から遠い基礎的・共通的な分
野については可。③実証化など市場に近い施策は、期限を定め
て目標を明確に公表し、世界の誰もが結果を使用できるように
すること。
（注6）京都議定書参加国と非参加国との間で、温室効果ガス削
減プロジェクトなどの共同の事業を実施し、削減分を参加国が
譲り受けることを認める制度。非参加国にとっては、参加国の
投資を通じて、自国の環境対策推進や技術移転といったメリッ
トがあると考えられている。
■用語説明■
